運送委託基本契約書
[甲の正式名称](以下「甲」という。)と[乙の正式名称](以下「乙」という。)とは、甲が乙に委託する貨物の運送に関し、次のとおり運送委託基本契約(以下「本契約」という。)を締結する。

本契約書において「法」とは貨物自動車運送事業法(平成元年法律第83号)を、「規則」とは貨物自動車運送事業法施行規則(平成2年運輸省令第21号)を、「令」とは貨物自動車運送事業法施行令(令和7年政令第22号)を、「標準約款」とは標準貨物自動車運送約款(平成2年運輸省告示第575号。最終改正 令和7年国土交通省告示第193号)をいう。

乙の貨物自動車運送事業の許可等 [乙の許可行政庁及び許可番号。届出又は登録による場合はその行政庁及び番号]

乙が本契約に基づく運送を行う事業の種別は、次のチェックを付したものとする。
□ 一般貨物自動車運送事業(法第3条の許可)
□ 特定貨物自動車運送事業(法第35条第1項の許可)
□ 貨物軽自動車運送事業(法第36条第1項の届出)
□ 貨物利用運送事業者として運送を引き受ける(登録番号又は許可番号 [乙の貨物利用運送事業の登録番号又は許可番号])

乙が貨物軽自動車運送事業者である場合、運送約款の取扱いは第10条第2項及び第5項による。この場合、別紙1に「参考」として記載した標準的な運賃の額は適用がない。

第1条(目的)
1 甲は乙に対し貨物の運送を委託し、乙はこれを引き受ける。乙は、甲から貨物を受け取り、これを運送して荷受人に引き渡すことを約し、甲はその結果に対して運賃を支払う(商法第570条)。
2 本契約は、甲乙間で継続して行われる貨物の運送に共通して適用される基本的な取引条件を定めるものであり、個々の運送については第3条により個別契約が成立する。
3 本契約書及び別紙1から別紙3までは、一体のものとして取り扱う。

第2条(定義)
1 本契約において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
1. 運送の役務 乙が甲から貨物を受け取り、これを運送して荷受人に引き渡す役務をいう。運送の役務の対価を「運賃」という。
1. 運送の役務以外の役務 積込み、取卸しその他の荷役作業及び附帯業務その他運送の役務に含まれない役務をいう。運送の役務以外の役務の対価を「料金」という。
1. 附帯業務 品代金の取立て、荷掛金の立替え、貨物の荷造り、仕分、保管、検収及び検品、横持ち及び縦持ち、棚入れ、ラベル貼り、はい作業その他貨物自動車運送事業に附帯して一定の時間、技能、機器等を必要とする業務をいう(標準約款第62条第1項)。その範囲は別紙2による。
1. 特別に生ずる費用に係る料金 有料道路の通行に係る料金、燃料価格の変動に伴い追加的に必要となる燃料費に係る料金その他の特別に生ずる費用に係る料金をいう(規則第13条の3第2項第2号)。
1. 個別契約 第3条により成立する個々の運送に係る契約をいう。
1. 交付書面 法第12条第1項により甲及び乙が相互に交付する書面(電磁的方法により提供する場合の記載事項を含む。)をいう。
1. 真荷主 自らの事業に関して貨物自動車運送事業者又は貨物利用運送事業者との間で運送契約を締結して貨物の運送を委託する者であって、貨物自動車運送事業者又は貨物利用運送事業者以外のものをいう(法第12条第2項)。
1. 荷受人 個別契約において甲が指定する、貨物の引渡しを受ける者をいう。
1. 実運送 事業用自動車を使用して行う貨物の運送をいう(法第24条の5第1項第1号)。
2 甲は、前項に定める真荷主に該当する。
3 積込み及び取卸しその他の荷役作業並びに附帯業務は、原則として運送の役務以外の役務に該当する。甲及び乙は、これらの対価を運賃とは別建てで定める。ただし、時間制運賃による場合の取扱いは、第11条第4項による。
4 本契約に定めのない用語の意義は、法、規則及び標準約款の定めるところによる。

第3条(個別契約の成立)
1 個別の運送に係る契約は、次のチェックを付した方法により成立する。
□ 甲が別紙3の運送依頼書を乙に交付し、乙が別紙3の運送引受書を甲に交付した時に成立する。
□ 甲が別紙3の運送依頼書を発信した後[乙が異議を述べることができる期間の営業日数]営業日以内に乙が異議を述べないときに成立する。
□ 第4条第3項において運送依頼ごとの書面の交付を行わないことを選んだ場合において、別紙1の9の配送計画に定めた運送については、当該配送計画に従い甲が貨物の運送を求め、乙がこれを引き受けた時に成立する。
2 前項において、乙が異議を述べないときに個別契約が成立する方法を選んだ場合、甲は、運送依頼書に、本契約に基づく申込みであること及び乙が同項の期間内に異議を述べないときは個別契約が成立することを記載する。
3 甲は、災害その他緊急やむを得ない場合には、電話その他の方法により運送を依頼することができる。この場合、甲及び乙は、運送の終了後速やかに別紙3の書面を相互に交付する。
4 個別契約の内容が本契約の内容と異なるときは、当該個別契約が優先する。
5 乙は、貨物の性質、法令上の制限その他正当な理由があるときは、運送の引受けを断ることができる。この場合、乙は、遅滞なくその理由を甲に通知する。

第4条(交付書面及び法定事項)
1 甲及び乙は、運送契約を締結するときは、法第12条第1項及び規則第13条の3第2項により、次の各事項(以下「法定事項」という。)を書面に記載して相互に交付する。
①運送の役務の内容及び対価
②運送契約に運送の役務以外の役務(荷役作業、附帯業務等)が含まれる場合には、その内容及び対価
③その他特別に生じる費用に係る料金(例:有料道路利用料、燃料サーチャージなど)
④運送契約の当事者の氏名又は名称及び住所
⑤運賃・料金の支払方法
⑥書面の交付年月日
2 法定事項は、1つの文書にまとめることを要しない。本契約書、別紙1、別紙2及び別紙3は、相互に関連付けられた一体の交付書面を構成する。各法定事項を記載した箇所は、巻末の対照表のとおりとする。
3 運送依頼ごとの書面の交付は、次のチェックを付した取扱いによる。
□ 本契約書、別紙1(別紙1の9の配送計画を含む。)及び別紙2に法定事項がすべて記載されており、運送の役務及び運送の役務以外の役務の内容が日々の運送で変動しないため、運送依頼ごとの書面の交付は行わない。
□ 附帯業務の有無その他の内容が運送ごとに異なり、運送依頼の時に確定するため、運送依頼ごとに別紙3の書面を相互に交付する。
4 前項において、運送依頼ごとに別紙3の書面を相互に交付することを選んだ場合において、契約の締結の時に未定の事項があるときは、甲及び乙は、当該事項以外の事項について書面を交付し、内容が決定した時点で当該内容を記載した書面を別途交付する。この場合、後に交付する書面は、遅くとも運送が行われる前に交付し、先に交付した書面との関連性を確認できるようにする。
5 交付書面に運賃及び料金の合計金額を記載しないときは、別紙1の単価及び料率と、個別契約の工数、数量、距離、時間等から、その合計額を一義的に算出できるようにする。
6 法第12条第1項の書面の交付を要しないのは、災害その他緊急やむを得ない場合及び甲が郵便物又は信書便物の運送を委託する場合に限られる(規則第13条の3第1項)。
7 本契約に基づく取引に製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律(以下「中小受託取引適正化法」という。)が適用される場合、同法に基づく明示又は書面の交付と本条の交付書面とは、両法の記載事項が記載されている限り、1通の書面で兼ねることができる。この場合、支払期日その他同法にのみ求められる記載事項を併せて記載する。
8 第1項の根拠は、乙の事業の種別に応じ、次のとおりである。乙が貨物軽自動車運送事業者である場合、法第12条第1項及び規則第13条の3第2項は、法第36条第2項及び規則第33条の2により準用される。乙が特定貨物自動車運送事業者である場合、法第12条第1項の書面交付義務は課されないが、甲及び乙は、本条により同項に準じて書面を相互に交付する。乙が貨物利用運送事業者として運送を引き受ける場合の書面交付義務は、乙が元請となるときに準用される。

第5条(電磁的方法による提供)
1 甲及び乙は、相手方の承諾を得て、交付書面の交付に代えて、その記載事項を電磁的方法により提供することができる(法第12条第3項)。この場合、当該書面を交付したものとみなされる。
2 前項の承諾は、あらかじめ、相手方に対し、電磁的方法による提供に用いる電磁的方法の種類及び内容を示した上で、書面又は電磁的方法により得る(令第1条第1項、規則第13条の6)。示すべき電磁的方法の種類及び内容は、規則第13条の4第1項各号に掲げる方法のうち用いるもの及びファイルへの記録の方式とする(規則第13条の5)。乙が貨物軽自動車運送事業者である場合も、同様とする(規則第33条の3)。
3 甲及び乙は、第4項及び第5項に電磁的方法の種類及び内容を記載し、これを相互に示したものとする。承諾は、次のチェックを付した方法による。
□ 本契約の締結をもって、甲及び乙は、第4項及び第5項に記載した電磁的方法により交付書面の記載事項を提供することを相互に承諾したものとする。
□ 運送ごとに、あらかじめ相手方の承諾を得る。
4 用いる電磁的方法の種類は、次のチェックを付したものとする(規則第13条の4第1項)。
□ 電子メールによる送信(送信先 甲 [甲の連絡先メールアドレス] 乙 [乙の連絡先メールアドレス])
□ [甲及び乙が利用する電子契約サービス又は受発注システムの名称]により記載事項を相手方の閲覧に供し、相手方がこれを閲覧し、又はその使用に係る電子計算機のファイルに記録する方法
□ 電磁的記録媒体をもって調製するファイルに記載事項を記録したものを交付する方法
□ [その他の電磁的方法]
5 ファイルへの記録の方式は、次のチェックを付したものとする。
□ PDF形式
□ [その他のファイルへの記録の方式]
6 前2項の電磁的方法は、相手方がファイルへの記録を出力することにより書面を作成できるものでなければならない(規則第13条の4第2項第1号)。
7 甲又は乙は、第2項の承諾を得た場合であっても、相手方から書面又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けない旨の申出があったときは、当該相手方に対し、電磁的方法による提供をしてはならない。ただし、当該申出の後に再び第2項の承諾を得たときは、この限りでない(令第1条第2項)。
8 電磁的方法により提供したときは、その提供した年月日を法定事項⑥として記録する。
9 本契約書自体を電磁的記録により作成し、電子署名を付して締結する場合も、前各項による。

第6条(交付書面の写しの保存)
1 甲及び乙は、交付書面を交付したときは、その写し(電磁的方法により提供した場合は、その記載事項を記録した電磁的記録)を1年間保存する(規則第13条の3第3項)。
2 紙で交付された書面を電磁的記録に変換して保存したときは、元の紙の書面を保存することを要しない。
3 本契約に基づく取引に中小受託取引適正化法が適用される場合、同法に基づく取引記録の保存期間は取引が完了した時点から2年間であるため、甲及び乙は、第1項の写しを2年間保存する。

第7条(運送の役務の内容)
1 運送の役務の内容は、次の事項により特定する。第4条第3項において運送依頼ごとに別紙3の書面を相互に交付することを選んだ場合は別紙3に、これを行わないことを選んだ場合は別紙1の1及び別紙1の9の配送計画に、それぞれ記載する。
1. 貨物の品名、荷姿、容積又は重量、包又は個品の数及び記号
1. 発地(集貨場所)及び着地(配達場所)
1. 集貨予定日時及び配達予定日時
1. 使用する車両の種類及び台数
1. 運送に関する特別の指示(温度管理、荷扱い、指定車両、通行経路等)
2 乙は、前項の集貨予定日時及び配達予定日時を履行期限として運送を行う。ただし、天災その他乙の責めに帰することができない事由により履行期限までに運送を行うことができないおそれがあるときは、乙は直ちに甲に通知し、甲及び乙は協議して取扱いを定める。
3 貨物の積付けは、乙の責任において行う(標準約款第18条)。シート、ロープ、建木、台木、充てん物その他の積付用品は、通常乙が備えているものを除き、甲又は荷受人の負担とする。
4 甲は、乙の請求により、貨物の種類、容積若しくは重量又は包若しくは個品の数及び記号、荷造りの種類、甲及び荷受人の氏名又は名称並びに発送地及び到達地を記載した送り状を交付する(商法第571条第1項)。甲は、乙の承諾を得て、送り状の交付に代えて、その記載事項を電磁的方法により提供することができる(同条第2項)。

第8条(運送の役務以外の役務)
1 乙が引き受ける運送の役務以外の役務の範囲は、別紙2のとおりとする。
2 甲は、別紙2においてチェックを付していない役務を乙に行わせようとするときは、あらかじめ乙に申し入れ、その内容及び対価について合意する。乙は、合意のない役務を行う義務を負わない。
3 乙が積込み又は取卸しを引き受けた場合には、乙は、その責任においてこれを行い、別紙1に定める積込料又は取卸料を収受する(標準約款第61条)。
4 乙が附帯業務を引き受けた場合には、乙は、その責任においてこれを行い、別紙1に定める附帯業務料又は実際に要した費用を収受する(標準約款第62条第1項)。
5 甲は、契約に定めのない役務を無償で行わせてはならない。甲が中小受託取引適正化法の委託事業者に該当する場合、自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供させることは、同法第5条第2項第2号により禁止される。
6 甲は、乙の責めに帰すべき理由がないのに、乙の給付の内容を変更させ、又は役務の提供を受けた後に給付をやり直させてはならない(中小受託取引適正化法第5条第2項第3号)。

第9条(運送事業の許可の保有及び維持)
1 乙は、本契約の締結日において、冒頭に記載した貨物自動車運送事業の許可(届出又は登録による場合はその届出又は登録)を受けており、これが有効に存続していることを表明し、保証する。
2 乙は、次の各号のいずれかに該当したときは、直ちに書面により甲に通知する。
1. 許可の取消し、事業の停止その他の行政処分を受けたとき。
1. 許可、届出又は登録が失効したとき、又は失効するおそれが生じたとき。
1. 事業の全部又は一部を休止し、又は廃止したとき。
1. 商号、本店所在地又は営業所その他許可の内容に変更があったとき。
3 乙は、甲の求めにより、許可書の写しその他許可、届出又は登録を受けていることを確認できる資料を提出する。
4 甲は、乙が前3項に違反したとき、又は乙が許可、届出若しくは登録を受けずに運送を行っていることが判明したときは、催告を要しないで、直ちに本契約及び個別契約の全部又は一部を解除することができる。この場合、甲は、乙に対し、これによって甲に生じた損害の賠償を請求することができる。
5 甲及び乙は、前各項の定めが次の規制に対応するものであることを確認する。何人も、法第3条の規定に違反して一般貨物自動車運送事業を経営する者、法第35条第1項の規定に違反して特定貨物自動車運送事業を経営する者又は法第36条第1項前段の規定に違反して貨物軽自動車運送事業を経営する者に、貨物の運送を委託してはならない(法第65条の2)。これに違反して貨物の運送を委託した者は、100万円以下の罰金に処せられる(法第75条第14号)。法人の代表者又は従業者がその法人の業務に関し違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人に対しても罰金刑が科される(法第80条)。
6 甲は、本契約の締結前及び契約期間中、乙が有効な許可、届出又は登録を有することを確認する。乙は、この確認に協力する。

第10条(運送約款)
1 本契約及び個別契約に定めのない事項については、乙の運送約款による。
2 乙の運送約款は、次のチェックを付したものとする。
□ 乙は、標準約款と同一の運送約款を定めている。この場合、その運送約款は法第10条第3項により認可を受けたものとみなされる。
□ 乙は、独自の運送約款について認可を受けている(認可年月日及び認可番号 [乙の運送約款の認可年月日及び認可番号])。この場合、乙は、本契約の締結時に当該運送約款を甲に交付する。
□ 乙が貨物軽自動車運送事業者である場合において、乙は、標準貨物軽自動車運送約款(平成15年国土交通省告示第171号。最終改正 令和7年国土交通省告示第193号)と同一の運送約款を定めている。
□ 乙が貨物軽自動車運送事業者である場合において、乙は、これと異なる運送約款を定めている。この場合、乙は、本契約の締結時に当該運送約款を甲に交付する。
3 本契約又は個別契約の定めが前項の運送約款と異なるときは、本契約又は個別契約の定めが優先する。ただし、認可を受けた運送約款の定めに反することとなる場合は、この限りでない。
4 乙の運送約款は、運送の役務の対価としての運賃と、運送の役務以外の役務又は特別に生ずる費用に係る料金とを区分して収受する旨を定めるものでなければならない(法第10条第2項第3号)。ただし、乙が貨物軽自動車運送事業者である場合は、この限りでない。
5 乙が貨物軽自動車運送事業者である場合、法第10条は法第36条第2項において準用されておらず、乙の運送約款は認可を要しない。この場合において、乙が標準貨物軽自動車運送約款と同一の運送約款を定めたときは、貨物軽自動車運送事業経営届出書への運送約款の記載を省略することができる(規則第33条第1項第4号、同条第5項)。
6 本契約書における標準約款の引用は、その内容を甲及び乙の合意として定めるものである。乙が貨物軽自動車運送事業者である場合、標準約款は乙に適用されず、これに対応する標準貨物軽自動車運送約款の定めの条番号は、本契約書に引用した条番号と異なる。

第11条(運賃及び料金)
1 甲が乙に支払う運賃及び料金は、別紙1のとおりとする。
2 運賃と料金は、区分して定め、区分して収受する。運賃は運送の役務の対価であり、料金は運送の役務以外の役務の対価及び特別に生ずる費用に係る料金である。
3 運賃の種別は、次のチェックを付したものとする。
□ 距離制運賃
□ 時間制運賃
□ 個建運賃
□ [その他の運賃の種別]
4 前項において時間制運賃を選んだ場合、その時間内に行われる積込み及び取卸しに係る対価は運賃に含めることができる。この場合であっても、甲及び乙は、積込み又は取卸しが発生する旨を交付書面に明記する。
5 第3項において個建運賃を選んだ場合、積込み及び取卸しに係る料金は、運賃とは別建てで定める。
6 別紙1に定めのない運送又は役務が生じたときは、甲及び乙は、その都度、運賃又は料金を協議して定め、その内容を別紙3(第4条第3項において運送依頼ごとの書面の交付を行わないことを選んだ場合は書面)に記載する。

第12条(特別に生ずる費用に係る料金)
1 有料道路の通行に係る料金、燃料価格の変動に伴い追加的に必要となる燃料費に係る料金その他の特別に生ずる費用に係る料金の負担は、別紙1の定めるところによる。
2 有料道路の通行に係る料金その他甲が実費を負担することとした費用については、運送に要した当該費用の実費を甲が負担する。乙は、その額を証する資料を添えて甲に請求し、甲は第16条により支払う。
3 燃料サーチャージは、運賃及び料金とは別に収受する(標準約款第32条第2項)。その算出方法は別紙1による。
4 交付書面に記載した通行予定の有料道路の利用料と、実際に要した利用料が異なることとなった場合であっても、実際に要した額について改めて書面を交付することを要しない。この場合の精算は、第2項及び別紙1の定めるところによる。

第13条(待機時間料)
1 乙は、車両が発地又は着地に到着した後、甲又は荷受人の責めにより待機した時間に応じて、別紙1に定める待機時間料を収受する(標準約款第34条)。
2 前項の待機した時間には、甲又は荷受人が積込み若しくは取卸し又は附帯業務を行う場合において待機した時間を含む。
3 待機時間の起算及び終了の時刻は、乙の運転者が記録した到着時刻及び出発時刻による。甲は、荷受人に対し、当該記録への確認に協力するよう周知する。

第14条(積込料、取卸料及び附帯業務料)
1 乙が引き受けた積込み及び取卸しに係る積込料及び取卸料並びに附帯業務料は、別紙1に定めるところによる。
2 前項の料金は、運賃とは別建てで収受する。
3 甲は、乙の役務の内容と同種又は類似の内容の役務に対し通常支払われる対価に比し著しく低い額を不当に定めてはならない。甲が中小受託取引適正化法の委託事業者に該当する場合、これは同法第5条第1項第5号により禁止される。

第15条(運賃及び料金の改定の協議)
1 甲又は乙は、賃金水準若しくは物価水準の変動、燃料価格の変動、運送区間若しくは荷扱いの変更その他の事情により、別紙1に定める運賃及び料金の額が不適当となったと認めるときは、相手方に対し、額の変更の協議を求めることができる(標準約款第32条第3項)。
2 前項の協議を求められた者は、正当な理由なく協議を拒んではならない。
3 甲が中小受託取引適正化法の委託事業者に該当する場合、甲は、乙の役務の提供に関する費用の変動その他の事情が生じたときに乙が代金の額に関する協議を求めたにもかかわらず、当該協議に応じず、又は当該協議において乙の求めた事項について必要な説明若しくは情報の提供をせず、一方的に代金の額を決定してはならない(同法第5条第2項第4号)。
4 協議が調ったときは、甲及び乙は、変更後の運賃及び料金並びに適用開始日を書面により確認し、別紙1を差し替える。この確認をもって、交付書面の記載事項の変更とする。

第16条(請求及び支払)
1 運賃及び料金の支払は、次のとおりとする。
1. 締切日 [毎月末日等の締切日]
1. 支払期日 [締切日の翌月末日等の支払期日]
1. 支払方法 [甲が指定する金融機関の口座への振込その他の支払方法]
2 前項の支払方法は、法定事項⑤として交付書面に記載する事項である。
3 支払期日は、乙から運送その他の役務の提供を受けた日から起算して60日の期間内において、かつ、できる限り短い期間内において定める。甲が中小受託取引適正化法の委託事業者に該当する場合、これは同法第3条第1項により義務づけられる。
4 乙は、締切日の後遅滞なく、当該締切日までに提供した役務に係る運賃、料金及び実費の明細を記載した請求書を甲に交付する。甲は、明細に疑義があるときは、支払期日までに乙に申し出る。
5 運賃及び料金の額には、消費税及び地方消費税に相当する額を[含む／含まない]ものとする。
6 振込みの方法により支払う場合の振込手数料は、[振込手数料の負担者]の負担とする。
7 乙の甲又は荷受人に対する債権は、これを行使することができる時から1年間行使しないときは、時効によって消滅する(商法第586条)。
8 運賃の支払は、次のチェックを付した方法による。
□ 甲が支払う(元払)。
□ 荷受人が支払う(着払)。この場合、荷受人は、運送品を受け取ったときに運賃等を支払う義務を負う(商法第581条第3項)。荷受人が支払わないときは、甲が支払う。

第17条(遅延損害金)
1 甲が運賃及び料金を支払期日までに支払わないときは、乙は、支払期日の翌日から支払を受けた日までの期間に対し、年14.5パーセントの割合による遅延損害金の支払を請求することができる。
2 前項の割合は、標準約款第35条の延滞料の割合による。甲及び乙が前項と異なる割合を定めるときは、その割合は[遅延損害金の年率]パーセントとする。

第18条(運送の中止及び中止手数料)
1 甲は、乙に対し、運送の中止を指図することができる。
2 乙は、運送の中止の指図に応じた場合には、甲が責任を負わない事由によるときを除き、中止手数料を請求することができる。ただし、甲が、別紙3又は別紙1の9に記載した集貨予定日時の3日前までに運送の中止をしたときは、この限りでない(標準約款第38条)。
3 中止手数料の額は、次のとおりとする(標準約款第38条第2項)。
1. 集貨予定日時の前々日に中止の指図をしたとき 当該運送に係る運賃、料金等の20パーセント以内
1. 集貨予定日時の前日に中止の指図をしたとき 当該運送に係る運賃、料金等の30パーセント以内
1. 集貨予定日時の当日に中止の指図をしたとき 当該運送に係る運賃、料金等の50パーセント以内
4 前項の範囲内における具体的な割合は、[中止手数料の割合]とする。

第19条(荷待ち時間の削減その他の甲の協力)
1 甲は、乙が法又は法に基づく命令を遵守して事業を遂行することができるよう、必要な配慮をする(法第64条)。
2 甲は、集貨予定日時及び配達予定日時を指定するに当たり、自動車運転者の労働時間等の改善のための基準(平成元年労働省告示第7号。以下「改善基準告示」という。)の定める次の基準を考慮する。改善基準告示は令和6年4月1日から適用されている。
1. 1年の拘束時間は3,300時間以内、1か月の拘束時間は284時間以内
1. 1日の拘束時間は13時間以内を原則とし、上限は15時間(14時間を超える回数は週2回までが目安)
1. 1日の休息期間は継続11時間以上を与えるよう努めることを基本とし、9時間を下回らない
1. 運転時間は2日平均1日9時間以内、2週平均1週44時間以内
1. 連続運転時間は4時間以内とし、運転の中断は1回おおむね連続10分以上、合計30分以上
3 自動車運転の業務における時間外労働の上限は、労働基準法附則第140条第1項により年960時間とされている。甲は、この上限を超える就労を前提とする運送を乙に求めない。
4 甲は、荷待ち時間及び荷役作業に要する時間を削減するため、次の事項について協力する。
1. 集貨及び配達の予約制の導入その他の受入体制の整備
1. バース、駐車場所及び荷役設備の確保
1. 検品、仕分その他の荷主側で行うべき作業の効率化
1. 荷受人に対する本契約の内容(待機時間料及び附帯業務料の収受を含む。)の周知
5 甲又は荷受人の責めにより待機が生じたときは、第13条により待機時間料が発生する。

第20条(甲の通知義務)
1 甲は、貨物が引火性、爆発性その他の危険性を有するものであるときは、その引渡しの前に、乙に対し、その旨並びに当該貨物の品名、性質その他の当該貨物の安全な運送に必要な情報を通知する(商法第572条)。
2 甲は、貨物の取扱いについて温度管理、転倒防止その他の特別の注意を要するときは、あらかじめその内容を乙に通知する。
3 甲は、前2項の通知を怠ったことにより乙又は第三者に損害が生じたときは、その損害を賠償する。
4 甲は、発地又は着地における車両の進入経路、作業条件その他運送の支障となる事情をあらかじめ乙に通知する。

第21条(高価品の申告)
1 甲は、貨幣、有価証券その他の高価品の運送を委託するときは、運送を委託するに当たり、その種類及び価額を乙に通知する。
2 前項の通知がない場合、乙は、その滅失、損傷又は延着について損害賠償の責任を負わない(商法第577条第1項)。ただし、契約の締結の当時、貨物が高価品であることを乙が知っていたとき、又は乙の故意若しくは重大な過失によって滅失、損傷若しくは延着が生じたときは、この限りでない(同条第2項)。
3 標準約款において高価品とは、貨幣、紙幣、銀行券、印紙、郵便切手、有価証券、貴金属、稀金属、宝玉石その他これらに類するもの、美術品及び骨とう品並びに容器及び荷造りを加え1キログラム当たりの価格が2万円を超える貨物(動物を除く。)をいう(標準約款第10条)。1キログラム当たりの価格の計算は、1荷造りごとに行う。
4 高価品の運送の取扱いは、次のチェックを付したものとする。
□ 本契約に基づく運送に高価品を含めない。
□ 高価品を含める。この場合、甲は、その都度、種類及び価額を別紙3(第4条第3項において運送依頼ごとの書面の交付を行わないことを選んだ場合は書面)に記載して通知し、甲及び乙は、割増運賃及び保険の要否を協議する。

第22条(引渡し、受取及び異議)
1 乙は、着地において荷受人に貨物を引き渡し、荷受人から受取書を受領する。受取書は、電磁的方法によることができる。
2 荷受人が異議をとどめないで貨物を受け取ったときは、貨物の損傷又は一部滅失についての乙の責任は消滅する。ただし、貨物に直ちに発見することができない損傷又は一部滅失があった場合において、荷受人が引渡しの日から2週間以内に乙に対してその旨の通知を発したときは、この限りでない(商法第584条第1項)。
3 前項本文は、貨物の引渡しの当時、乙がその貨物に損傷又は一部滅失があることを知っていたときは、適用しない(商法第584条第2項)。
4 甲は、荷受人に対し、引渡しの際に貨物の状態を確認し、損傷又は一部滅失を発見したときは直ちに乙に通知し、直ちに発見することができない損傷又は一部滅失については第2項ただし書の期間内に乙に通知するよう周知する。
5 乙が更に第三者に対して運送を委託した場合において、荷受人が第2項ただし書の期間内に乙に対して通知を発したときは、乙に対する当該第三者の責任に係る同項ただし書の期間は、乙が当該通知を受けた日から2週間を経過する日まで延長されたものとみなされる(商法第584条第3項)。
6 貨物に損傷又は一部滅失があった場合の処置は、甲及び乙が協議して定める。乙が再運送、代品の運送その他の措置を行うときの費用の負担は、その原因に応じて甲乙間で協議して定める。

第23条(事故等の報告及び措置)
1 乙は、運送中に貨物の滅失、損傷若しくは延着又はこれらのおそれが生じたときは、直ちに甲に報告し、甲の指示を受ける。ただし、危険の防止その他緊急やむを得ない措置を要するときは、この限りでなく、乙は、事後直ちにその内容を甲に報告する。
2 乙は、前項の事故について、発生日時、場所、原因、貨物の状態、講じた措置その他必要な事項を記載した報告書を、遅滞なく甲に提出する。
3 甲及び乙は、事故の再発を防止するために必要な措置について協議する。

第24条(損害賠償及び責任の消滅)
1 乙は、貨物の受取から引渡しまでの間にその貨物が滅失し若しくは損傷し、若しくはその滅失若しくは損傷の原因が生じ、又は貨物が延着したときは、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。ただし、乙がその貨物の受取、運送、保管及び引渡しについて注意を怠らなかったことを証明したときは、この限りでない(商法第575条)。
2 貨物の滅失又は損傷の場合における損害賠償の額は、その引渡しがされるべき地及び時における貨物の市場価格によって定める。市場価格がないときは、その地及び時における同種類で同一の品質の物品の正常な価格による(商法第576条第1項)。滅失又は損傷のために支払うことを要しなくなった運賃その他の費用は、賠償の額から控除する(同条第2項)。
3 貨物が延着した場合の損害賠償の額は、運賃、料金等の総額を限度とする(標準約款第48条第5項)。
4 乙の故意又は重大な過失によって貨物の滅失、損傷又は延着が生じたときは、前2項の制限は適用しない(商法第576条第3項、標準約款第49条)。
5 乙は、次の事由による貨物の滅失、損傷、延着その他の損害については、損害賠償の責任を負わない(標準約款第45条)。
1. 当該貨物の欠陥、自然の消耗、虫害又は鼠害
1. 当該貨物の性質による発火、爆発、むれ、かび、腐敗、変色、さびその他これに類似する事由
1. 同盟罷業、同盟怠業、社会的騒擾その他の事変又は強盗
1. 不可抗力による火災
1. 地震、津波、高潮、大水、暴風雨、地すべり、山崩れ等その他の天災
1. 法令又は公権力の発動による運送の差止め、開封、没収、差押え又は第三者への引渡し
1. 甲又は荷受人の故意又は過失
6 貨物の滅失等についての乙の責任は、貨物の引渡しがされた日(全部滅失の場合にあっては、その引渡しがされるべき日)から1年以内に裁判上の請求がされないときは、消滅する(商法第585条第1項)。
7 前項の期間は、貨物の滅失等による損害が発生した後に限り、甲及び乙の合意により延長することができる(商法第585条第2項)。したがって、本契約においては、あらかじめ同項の期間を延長する定めを置かない。
8 第2項から第4項まで及び前2項の定めは、貨物の滅失等についての乙の甲又は荷受人に対する不法行為による損害賠償の責任についても準用される(商法第587条)。
9 甲及び乙は、本契約の違反により相手方に損害を与えたときは、その損害を賠償する。この場合の賠償の範囲は、通常生ずべき損害に限るものとし、逸失利益その他の特別の事情によって生じた損害を含まない。ただし、故意又は重大な過失による場合は、この限りでない。

第25条(保険)
1 乙は、本契約の履行に関し、自動車損害賠償責任保険のほか、次の保険に加入する。
□ 貨物賠償責任保険(保険金額 [1事故当たりの保険金額])
□ 任意の自動車保険(対人 [対人賠償の保険金額]、対物 [対物賠償の保険金額])
□ [その他加入する保険]
2 乙は、甲の求めにより、前項の保険の内容を証する書面を提出する。
3 甲が運送保険の付保を求めるとき、又は乙の申出により甲が承諾したときは、乙は、甲の費用によって運送保険の締結を引き受ける(標準約款第64条)。
4 保険によって填補された損害については、その限度で第24条の賠償の責任を免れる。

第26条(再委託)
1 乙は、甲の書面(電磁的方法を含む。以下この条において同じ。)による事前の承諾を得なければ、本契約に基づく運送の全部又は一部を第三者に委託(他の貨物自動車運送事業者の行う運送の利用を含む。以下「再委託」という。)してはならない。
2 前項の承諾は、次のチェックを付した方法による。
□ 甲は、本契約の締結をもって、乙が別紙2に記載した委託先に再委託することをあらかじめ包括的に承諾する。委託先を変更するときは、乙は、あらかじめ甲に通知する。
□ 乙は、再委託をしようとするときは、その都度、甲の承諾を得る。
3 乙が再委託をした場合においても、運送上の責任は乙が負う(標準約款第51条)。乙は、委託先の行為について、自らの行為と同様の責任を負う。
4 乙は、真荷主から引き受けた貨物の運送について再委託をするときは、当該貨物の運送についての2以上の段階にわたる委託を制限するために必要な措置を講ずるよう努める(法第23条の4)。本契約に基づく運送についての委託の段階は、[認める委託の段階数]次までとする。
5 乙は、再委託をするときは、次の措置を講ずるよう努める(法第24条第1項)。
1. 利用する運送に要する費用の概算額を把握した上で、当該概算額を勘案して利用の申込みをすること。
1. 甲が提示する運賃又は料金が前号の概算額を下回る場合には、甲に対し、運賃又は料金について交渉をしたい旨を申し出ること。
1. 委託先からの2以上の段階にわたる委託の制限その他の条件を付すること。
6 乙は、再委託をするときは、委託先に対し、法第24条第2項の書面を交付する。ただし、当該委託先に対し中小受託取引適正化法第4条第1項の規定による明示又は同条第2項の規定による書面の交付をしたときは、当該明示をした事項又は当該書面に記載した事項については、記載することを要しない。

第27条(実運送体制管理簿の閲覧等)
1 乙(貨物軽自動車運送事業者である場合を除く。)は、甲から引き受けた貨物の運送について他の貨物自動車運送事業者の行う運送を利用したときは、災害その他緊急やむを得ない場合を除き、引き受けた貨物の運送ごとに、次の事項を記載した実運送体制管理簿を作成し、その運送が完了した日から1年間、これを営業所に備え置く(法第24条の5第1項)。
1. 実運送を行う貨物自動車運送事業者の商号又は名称
1. 前号の事業者が実運送を行う貨物の内容及び区間
1. 第1号の事業者の請負階層(当該事業者が実運送を行う貨物の運送に関して締結された運送契約のうち、甲との運送契約の後に締結された運送契約の数)
2 前項の作成の対象となるのは、運送に係る貨物の重量が1.5トン以上であるものに限られる(規則第13条の13)。
3 甲は、貨物の運送を委託した元請事業者である乙に対して、その業務取扱時間内は、いつでも、次の請求をすることができる(法第24条の5第5項)。
1. 実運送体制管理簿が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請求
1. 実運送体制管理簿が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を国土交通省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求
4 前項の請求は、[甲が請求を行う窓口]から[乙が請求を受け付ける窓口]に対し、書面又は電磁的方法により行う。乙は、請求を受けたときは、遅滞なくこれに応ずる。
5 乙は、実運送体制管理簿を作成するために必要な事項を委託先から通知させるものとし、甲は、そのために必要な協力をする。
6 乙が貨物軽自動車運送事業者である場合において、甲及び乙が合意したときは、乙は、第1項に準じて記録を作成し、甲の求めにより、その内容を甲に提供する。

第28条(法令の遵守)
1 乙は、法、道路交通法、労働基準法、改善基準告示その他の関係法令を遵守して運送を行う。
2 甲は、乙に対し、過積載、最高速度違反、過労運転その他法令に違反することとなる運送を指示し、又はこれを前提とする運送の依頼をしない。
3 甲は、法第65条の2に違反して、無許可、無届出又は無登録で貨物自動車運送事業を経営する者に貨物の運送を委託しない。乙の許可等の確認については、第9条による。
4 乙の法令違反に係る命令又は処分について、その違反行為が甲の指示に基づき行われたことが明らかであるときその他当該違反行為が主として甲の行為に起因するものであると認められ、かつ、乙に対する命令又は処分のみによっては再発を防止することが困難であると認められるときは、国土交通大臣は、甲に対しても、再発の防止を図るため適当な措置を執るべきことを勧告することができる(法第65条第1項)。国土交通大臣は、この勧告をしたときは、その旨を公表する(同条第3項)。
5 甲及び乙は、相手方に法令違反のおそれがあると認めるときは、相手方に対し、事実の確認及び是正を求めることができる。

第29条(秘密保持)
1 甲及び乙は、本契約の履行に関して知り得た相手方の営業上、技術上その他の秘密(貨物の内容、数量、発着地、取引先、運賃及び料金の額を含む。)を、本契約の目的以外に使用してはならず、相手方の書面による事前の承諾を得ないで第三者に開示し、又は漏えいしてはならない。
2 前項の秘密には、次の情報を含まない。
1. 開示を受けた時に既に公知であった情報
1. 開示を受けた後、自己の責めによらないで公知となった情報
1. 開示を受けた時に既に正当に保有していた情報
1. 正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負わないで取得した情報
1. 法令又は裁判所若しくは行政庁の命令により開示を求められた情報
3 乙は、再委託先に対しても本条と同等の義務を負わせ、その履行について責任を負う。
4 本条の義務は、本契約の終了後も[秘密保持義務の存続期間]年間存続する。
5 甲及び乙は、本契約の履行に関して個人情報を取り扱うときは、個人情報の保護に関する法律その他の関係法令を遵守し、あらかじめ取扱いの範囲及び管理の方法を協議して定める。

第30条(資料等の権利の帰属及び譲渡の禁止)
1 甲が乙に提供した資料、図面、データ、パレット、通い箱その他の物品の所有権及び知的財産権は、甲に帰属する。乙は、これらを本契約の目的以外に使用してはならず、本契約が終了したときは、甲の指示に従い返還し、又は廃棄する。
2 乙が本契約の履行の過程で作成した運行に関する記録その他の記録の権利は、乙に帰属する。ただし、乙は、甲の求めにより、[甲が提供を受ける記録の範囲]を甲に提供する。
3 甲の商標、商号その他の表示を車両、制服その他に使用するときの範囲及び条件は、甲及び乙が別途書面により定める。
4 甲及び乙は、相手方の書面による事前の承諾を得ないで、本契約上の地位又は本契約から生ずる権利義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡し、承継させ、又は担保に供してはならない。

第31条(反社会的勢力の排除)
1 甲及び乙は、相手方に対し、自己及び自己の役員が暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から5年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等その他これらに準ずる者(以下「反社会的勢力」という。)に該当しないこと及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、保証する。
1. 反社会的勢力が経営を支配していると認められる関係を有すること。
1. 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。
1. 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に反社会的勢力を利用していると認められる関係を有すること。
1. 反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること。
1. 役員又は経営に実質的に関与している者が反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有すること。
2 甲及び乙は、自ら又は第三者を利用して、暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為、脅迫的な言動又は暴力を用いる行為、風説を流布し、偽計又は威力を用いて相手方の信用を毀損し、又は相手方の業務を妨害する行為その他これらに準ずる行為を行わない。
3 甲又は乙は、相手方が前2項に違反したときは、催告を要しないで、直ちに本契約及び個別契約の全部又は一部を解除することができる。
4 前項により解除した者は、これによって相手方に生じた損害を賠償する責任を負わない。

第32条(契約期間)
1 本契約の有効期間は、[本契約の始期]から1年間とする。
2 期間の満了の[更新拒絶の予告期間]か月前までに甲又は乙から相手方に対し書面による別段の申出がないときは、本契約は同一の条件で更に1年間更新されるものとし、以後も同様とする。
3 本契約が終了した場合であっても、終了前に成立した個別契約については、当該個別契約が終了するまでの間、本契約の定めが適用される。
4 第6条、第24条、第29条、第30条及び第35条の定めは、本契約の終了後も効力を有する。

第33条(解除)
1 甲又は乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当したときは、催告を要しないで、直ちに本契約及び個別契約の全部又は一部を解除することができる。
1. 支払の停止があったとき、又は破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別清算開始の申立てがあったとき。
1. 手形又は小切手が不渡りとなったとき。
1. 差押え、仮差押え、仮処分又は競売の申立て若しくは公租公課の滞納処分を受けたとき。
1. 監督官庁から事業の許可の取消し又は事業の停止の処分を受けたとき。
1. 解散の決議をし、又は事業の全部若しくは重要な一部を第三者に譲渡したとき。
1. 第9条、第29条、第30条第4項又は第31条に違反したとき。
2 甲又は乙は、相手方が本契約又は個別契約に違反した場合において、相当の期間を定めて是正を催告したにもかかわらず、その期間内に是正されないときは、本契約及び個別契約の全部又は一部を解除することができる。
3 前2項により解除されたときは、解除された者は、相手方に対する一切の債務について当然に期限の利益を失い、直ちにこれを弁済する。
4 本条による解除は、解除した者が相手方に対して損害賠償を請求することを妨げない。
5 甲及び乙は、本契約及び個別契約が終了するときは、運送中の貨物の取扱い、預託を受けた物品の返還その他の残務の処理について協議し、貨物の運送に支障が生じないようにする。

第34条(誠実協議)
本契約に定めのない事項又は本契約の各条項の解釈について疑義が生じた事項については、甲及び乙は、法及び中小受託取引適正化法の趣旨に従い、対等な立場において誠実に協議して解決する。

第35条(合意管轄)
本契約及び個別契約に関して生じた一切の紛争については、次のチェックを付したものによる。
□ 甲の本店所在地を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
□ 乙の本店所在地を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
□ [合意する裁判所名]を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

本契約の成立を証するため、甲及び乙は、次のチェックを付した方法による。
□ 本書2通を作成し、それぞれ署名又は記名押印の上、甲乙各1通を保有する。
□ 本書の電磁的記録1通を作成し、それぞれ電子署名を付した上で、甲乙各自これを保存する。

[YYYY年MM月DD日]

甲(荷主)
住所 [甲の本店所在地]
名称 [甲の正式名称]
代表者 [甲の代表者の役職及び氏名]
(記名押印又は電子署名)

乙(運送事業者)
住所 [乙の本店所在地]
名称 [乙の正式名称]
代表者 [乙の代表者の役職及び氏名]
貨物自動車運送事業の許可等 [乙の許可行政庁及び許可番号。届出又は登録による場合はその行政庁及び番号]
(記名押印又は電子署名)

別紙1 運賃及び料金表
本別紙は、第11条から第15条までにより、運賃(運送の役務の対価)と料金(運送の役務以外の役務の対価及び特別に生ずる費用に係る料金)を区分して定めるものである。空欄には、甲及び乙が合意した額を記入する。

1 運賃

	区間(発地から着地まで)
	車種
	運賃の種別
	単価又は額

	[発地]から[着地]まで
	[車種]
	[距離制／時間制／個建て]
	[運賃の額]

	[発地]から[着地]まで
	[車種]
	[距離制／時間制／個建て]
	[運賃の額]

	[発地]から[着地]まで
	[車種]
	[距離制／時間制／個建て]
	[運賃の額]



参考(標準的な運賃の距離制運賃表。関東運輸局の表を代表として掲げる。単位 円)

	キロ程
	小型車(2トンクラス)
	中型車(4トンクラス)
	大型車(10トンクラス)
	トレーラー(20トンクラス)

	10km
	15,790
	18,190
	23,060
	29,070

	20km
	17,710
	20,430
	26,110
	33,160

	30km
	19,630
	22,660
	29,160
	37,240

	40km
	21,550
	24,890
	32,200
	41,320

	50km
	23,480
	27,130
	35,250
	45,400

	60km
	25,400
	29,360
	38,300
	49,480

	70km
	27,320
	31,590
	41,340
	53,570

	80km
	29,240
	33,830
	44,390
	57,650

	90km
	31,160
	36,060
	47,440
	61,730

	100km
	33,080
	38,290
	50,480
	65,810

	110km
	35,010
	40,500
	53,450
	69,770

	120km
	36,930
	42,710
	56,410
	73,720

	130km
	38,850
	44,920
	59,370
	77,680

	140km
	40,770
	47,120
	62,330
	81,640

	150km
	42,690
	49,330
	65,300
	85,590

	160km
	44,620
	51,540
	68,260
	89,550

	170km
	46,540
	53,740
	71,220
	93,500

	180km
	48,460
	55,950
	74,190
	97,460

	190km
	50,380
	58,160
	77,150
	101,420

	200km
	52,300
	60,360
	80,110
	105,370

	200kmを超えて500kmまで20kmを増すごとに加算する金額
	3,830
	4,380
	5,850
	7,800

	500kmを超えて50kmを増すごとに加算する金額
	9,580
	10,950
	14,620
	19,490



距離制運賃表は、北海道運輸局から沖縄総合事務局までの運輸局ごとに10の表に分かれており、全国一律ではない。上の表は関東運輸局のものである。甲及び乙は、自社の所在するブロックの表を確認したうえで、合意した額を上の運賃の欄に記入する。

参考(標準的な運賃の時間制運賃表。関東運輸局の表を代表として掲げる。単位 円)

	区分
	小型車(2トンクラス)
	中型車(4トンクラス)
	大型車(10トンクラス)
	トレーラー(20トンクラス)

	基礎額(8時間制)
	39,380
	46,640
	60,090
	76,840

	基礎額(4時間制)
	23,630
	27,980
	36,050
	46,100

	加算額(基礎走行キロを超える場合。10kmを増すごとに)
	350
	410
	630
	930

	加算額(基礎作業時間を超える場合。1時間を増すごとに)
	3,710
	3,890
	4,180
	4,920



時間制運賃は、8時間制と4時間制のいずれによるかを先に決める。基礎走行キロは、8時間制では小型車100km、小型車以外のもの130km、4時間制では小型車50km、小型車以外のもの60kmである。時間制運賃表も運輸局ごとに分かれており、上の表は関東運輸局のものである。

割増を適用する場合の割増率

	割増の種類
	合意した割増率
	参考(標準的な運賃)

	冷蔵車・冷凍車を使用する場合
	[冷蔵車・冷凍車の割増率]
	小型車、中型車、大型車又はトレーラーの2割

	休日割増(適用する日 [割増を適用する日])
	[休日割増の割増率]
	日曜祝祭日に運送した距離に限り2割

	深夜・早朝割増(適用する時間帯 [割増を適用する時間帯])
	[深夜・早朝割増の割増率]
	午後10時から午前5時までに運送した距離に限り2割



2 待機時間料(第13条)

	適用の区分
	小型車(2トンクラス)
	中型車(4トンクラス)
	大型車(10トンクラス)
	トレーラー(20トンクラス)

	合意した額(30分を超える場合において30分までごと)
	[小型車の待機時間料]
	[中型車の待機時間料]
	[大型車の待機時間料]
	[トレーラーの待機時間料]

	参考(標準的な運賃)
	1,680円
	1,760円
	1,890円
	2,220円

	参考(積込料・取卸料の適用時間と併せて2時間を超える場合において30分までごと)
	2,010円
	2,110円
	2,270円
	2,670円



3 積込料及び取卸料(第14条)

	適用の区分
	小型車(2トンクラス)
	中型車(4トンクラス)
	大型車(10トンクラス)
	トレーラー(20トンクラス)

	合意した額(30分までごと)
	[小型車の積込料・取卸料]
	[中型車の積込料・取卸料]
	[大型車の積込料・取卸料]
	[トレーラーの積込料・取卸料]

	参考(フォークリフト又はトラック搭載型クレーンを使用した場合。30分までごと)
	2,080円
	2,180円
	2,340円
	2,750円

	参考(手積みの場合。30分までごと)
	2,000円
	2,100円
	2,260円
	2,650円

	参考(待機時間料の適用時間と併せて2時間を超える場合。機械荷役。30分までごと)
	2,490円
	2,610円
	2,810円
	3,300円

	参考(待機時間料の適用時間と併せて2時間を超える場合。手積み。30分までごと)
	2,400円
	2,520円
	2,710円
	3,180円



4 附帯業務料(第14条)
別紙2においてチェックを付した附帯業務について、次のとおりとする。

	附帯業務
	料金

	[附帯業務の名称]
	[附帯業務料の額又は実費による旨]

	[附帯業務の名称]
	[附帯業務料の額又は実費による旨]

	[附帯業務の名称]
	[附帯業務料の額又は実費による旨]



標準的な運賃においては、附帯業務を行った場合には、運賃とは別に実費として収受することとされている。

5 特別に生ずる費用に係る料金(第12条)

	費用の種類
	負担及び精算の方法

	有料道路の通行に係る料金
	[甲が実費を負担する等の精算方法]

	フェリー利用料
	[甲が実費を負担する等の精算方法]

	特殊車両通行関係費用
	[甲が実費を負担する等の精算方法]

	中継輸送における施設使用料
	[甲が実費を負担する等の精算方法]

	[その他の費用]
	[甲が実費を負担する等の精算方法]



6 燃料サーチャージ(第12条)

	項目
	定め

	基準価格
	[基準とする軽油価格]

	改定の刻み幅
	[改定の刻み幅]

	改定条件
	[改定の刻み幅で軽油価格が変動した時点で翌月から改定する等の条件]

	廃止条件
	[軽油価格が基準価格を下回った時点で翌月から廃止する等の条件]

	計算式
	[走行距離を車両燃費で除し燃料価格上昇額を乗ずる等の計算式]



標準的な運賃においては、基準価格は120.00円、改定の刻み幅は5.00円(いずれも1リットル当たり)とされている。基準価格は、乙が自社の運賃の設定に係る原価計算において基準とした燃料費とすることが望ましい。

7 利用運送手数料(第26条)

	項目
	定め

	合意した額
	[利用運送手数料の額又は率]

	参考(標準的な運賃)
	運賃の10パーセントを当該運賃とは別に収受する



8 中止手数料(第18条)

	中止の指図をした時期
	割合

	集貨予定日時の前々日
	[前々日の中止手数料の割合](標準約款では運賃、料金等の20パーセント以内)

	集貨予定日時の前日
	[前日の中止手数料の割合](標準約款では運賃、料金等の30パーセント以内)

	集貨予定日時の当日
	[当日の中止手数料の割合](標準約款では運賃、料金等の50パーセント以内)



9 配送計画(第4条第3項において運送依頼ごとの書面の交付を行わないことを選んだ場合に記入する。)

	適用期間
	曜日又は便
	貨物の品名
	発地及び集貨予定時刻
	着地及び配達予定時刻
	車種及び台数

	[適用期間]
	[曜日又は便]
	[貨物の品名]
	[発地及び集貨予定時刻]
	[着地及び配達予定時刻]
	[車種及び台数]

	[適用期間]
	[曜日又は便]
	[貨物の品名]
	[発地及び集貨予定時刻]
	[着地及び配達予定時刻]
	[車種及び台数]

	[適用期間]
	[曜日又は便]
	[貨物の品名]
	[発地及び集貨予定時刻]
	[着地及び配達予定時刻]
	[車種及び台数]



貨物の荷姿その他の事項は、次のとおりとする。

	項目
	記載

	荷姿、容積又は重量、包又は個品の数及び記号
	[荷姿、容積又は重量、包又は個品の数及び記号]

	運送に関する特別の指示
	[温度管理、荷扱い、指定車両、通行経路等の指示。該当がないときは「なし」と記入する]



配送計画を変更するときは、第15条第4項に準じて別紙1の9を差し替える。

この別紙のうち「参考」と記載した額及び率は、国土交通省が令和6年3月22日に告示した標準的な運賃に定められたものである。標準的な運賃は、これによらなければならないというものではない。甲及び乙は、これを参考として、合意した額を上欄に記入する。標準的な運賃は、法附則第1条の3第1項により一般貨物自動車運送事業に係るものとして定められており、貨物軽自動車運送事業に係る額は含まれていない。乙が貨物軽自動車運送事業者である場合、「参考」と記載した額及び率は適用がなく、甲及び乙が合意した額及び率のみによる。

別紙2 附帯業務の範囲
本別紙は、第2条及び第8条により、乙が引き受ける運送の役務以外の役務の範囲を定めるものである。チェックを付したものを乙が引き受ける。チェックを付していない役務について、乙は行う義務を負わない。

積込み及び取卸し(標準約款第61条)
□ 発地における積込み(作業を行う者 [積込みを行う者])
□ 着地における取卸し(作業を行う者 [取卸しを行う者])

附帯業務(標準約款第62条第1項)
□ 品代金の取立て 料金 [品代金の取立てに係る料金]
□ 荷掛金の立替え 料金 [荷掛金の立替えに係る料金]
□ 貨物の荷造り 料金 [荷造りに係る料金]
□ 仕分 料金 [仕分に係る料金]
□ 保管 料金 [保管に係る料金]
□ 検収及び検品 料金 [検収及び検品に係る料金]
□ 横持ち及び縦持ち 料金 [横持ち及び縦持ちに係る料金]
□ 棚入れ 料金 [棚入れに係る料金]
□ ラベル貼り 料金 [ラベル貼りに係る料金]
□ はい作業 料金 [はい作業に係る料金]
□ [その他の附帯業務] 料金 [その他の附帯業務に係る料金]

作業の内容及び範囲

	役務
	作業の内容
	作業を行う場所
	標準的な所要時間

	[役務の名称]
	[作業の内容]
	[作業を行う場所]
	[標準的な所要時間]

	[役務の名称]
	[作業の内容]
	[作業を行う場所]
	[標準的な所要時間]

	[役務の名称]
	[作業の内容]
	[作業を行う場所]
	[標準的な所要時間]



再委託先(第26条第2項で包括的な承諾を選んだ場合に記入する。)

	委託先の商号又は名称
	所在地
	許可等の番号
	委託する運送の範囲

	[委託先の商号又は名称]
	[委託先の所在地]
	[委託先の許可等の番号]
	[委託する運送の範囲]

	[委託先の商号又は名称]
	[委託先の所在地]
	[委託先の許可等の番号]
	[委託する運送の範囲]



別紙3 運送依頼書兼運送引受書
本書面は、第3条により個別契約を成立させ、かつ、第4条の交付書面として用いるものである。上段は甲が記入して乙に交付し、下段は乙が記入して甲に交付する。

運送依頼欄(甲が記入する。)

	項目
	記載

	依頼番号
	[依頼番号]

	委託者(甲)の名称及び住所
	[甲の正式名称及び本店所在地]

	受託者(乙)の名称及び住所
	[乙の正式名称及び本店所在地]

	貨物の品名
	[貨物の品名]

	荷姿、容積又は重量、個数
	[荷姿、容積又は重量及び個数]

	高価品の申告
	[高価品の種類及び価額。該当がないときは「なし」と記入する]

	危険物その他の通知事項
	[危険物の品名及び性質等。該当がないときは「なし」と記入する]

	発地及び集貨予定日時
	[発地の住所及び集貨予定日時]

	着地及び配達予定日時
	[着地の住所及び配達予定日時]

	荷受人
	[荷受人の名称、担当者及び連絡先]

	使用する車両
	[車種及び台数]

	運送の役務の対価(運賃)
	[運賃の額又は別紙1の適用する欄]

	運送の役務以外の役務の内容
	[積込み、取卸し、附帯業務の別及び内容。該当がないときは「なし」と記入する]

	運送の役務以外の役務の対価(料金)
	[料金の額又は別紙1の適用する欄]

	特別に生ずる費用に係る料金
	[有料道路の通行に係る料金、燃料サーチャージ等の額又は精算の方法]

	運賃及び料金の支払方法
	[支払方法。別紙1及び本契約第16条による旨の記載でもよい]

	書面の交付年月日
	[YYYY年MM月DD日]



運送引受欄(乙が記入する。)

	項目
	記載

	引受番号
	[引受番号]

	上記依頼の引受け
	[引き受ける／引き受けない]

	確定した運賃の額
	[確定した運賃の額]

	確定した料金の額
	[確定した料金の額]

	特別に生ずる費用に係る料金
	[確定した額又は精算の方法]

	実運送を行う事業者
	[実運送を行う事業者の商号又は名称。乙が自ら実運送を行うときは「自社」と記入する]

	書面の交付年月日
	[YYYY年MM月DD日]

	乙の名称及び担当者
	[乙の正式名称及び担当者名]



この書面は、電磁的方法により提供することができる(第5条)。電磁的方法による場合は、その提供した年月日を交付年月日として記録する。

交付書面の法定事項と本契約書の条の対照
法第12条第1項及び規則第13条の3第2項は、運送契約を締結するときに真荷主と運送事業者が相互に交付する書面の記載事項を定めている。国土交通省は、これを次の①から⑥までの6項目として整理している。本契約書及び別紙のどこにその記載があるかは、次のとおりである。

	法定事項
	根拠
	記載した箇所

	①運送の役務の内容及び対価
	法第12条第1項第1号
	第2条、第7条、第11条、別紙1の1及び9、別紙3の運送依頼欄及び運送引受欄

	②運送契約に運送の役務以外の役務(荷役作業、附帯業務等)が含まれる場合には、その内容及び対価
	法第12条第1項第2号
	第2条、第8条、第13条、第14条、別紙1の2から4まで、別紙2、別紙3

	③その他特別に生じる費用に係る料金(例:有料道路利用料、燃料サーチャージなど)
	規則第13条の3第2項第2号
	第12条、別紙1の5及び6、別紙3

	④運送契約の当事者の氏名又は名称及び住所
	規則第13条の3第2項第1号
	末尾の署名欄、別紙3

	⑤運賃・料金の支払方法
	規則第13条の3第2項第3号
	第16条、別紙3

	⑥書面の交付年月日
	規則第13条の3第2項第4号
	末尾の署名欄の年月日、別紙3の書面の交付年月日欄



書面の交付義務は、令和7年4月1日から施行されている。義務を負うのは運送事業者だけではなく、真荷主も同じ書面を相互に交付する。

法定事項を1つの文書にまとめる必要はない。基本契約書、覚書、運送依頼書、送り状、単価表等の複数の書面により法定事項を網羅し、書面上で相互に関連付けされて明確になっていればよい。本契約書は、別紙1から別紙3までと一体で、この関連付けを行っている。

基本契約書に法定事項がすべて記載されており、かつ、運送の役務と運送の役務以外の役務の内容が日々の運送で変動しない場合(配送計画が一定期間ごとに事前に決まる場合等)には、運送依頼ごとに書面を交付する必要はない。他方、附帯業務の有無が運送ごとに異なり、各運送依頼時にその有無が確定するような場合には、それぞれの運送依頼ごとに書面を交付する必要がある。第4条第3項のチェックは、この分かれ目を選ぶものである。運送依頼ごとの書面の交付を行わないことを選んだ場合に配送計画を記入する欄は、別紙1の9に置いている。

交付した書面は、その写しを1年間保存する。中小受託取引適正化法が同時に適用される取引では、同法に基づく取引記録の保存期間が取引の完了から2年間であるため、2年間保存すれば足りる。

書面の交付は、相手方の承諾を得れば、電子メール等の電磁的方法によることができる。この場合は、書面を交付したものとみなされる。この承諾は、あらかじめ、用いる電磁的方法の種類とファイルへの記録の方式を相手方に示した上で、書面又は電磁的方法により得る(令第1条第1項、規則第13条の5)。「電磁的方法に同意する」とだけ書いた欄では、この要件を満たさない。また、一度承諾を得た後でも、相手方から電磁的方法による提供を受けない旨の申出があったときは、電磁的方法により提供してはならない(令第1条第2項)。第5条は、この手続に沿って承諾を取れるようにしたものである。

印紙税について
本契約書は、印紙税の課税文書である。

本契約書は、営業者の間において運送に関する2以上の取引を継続して行うために作成されるもので、それらの取引に共通して適用される取引条件のうち単価及び対価の支払方法を定めているため、第7号文書(継続的取引の基本となる契約書)に該当する。印紙税額は1通につき4,000円である。国税庁は、第7号文書の例として貨物運送基本契約書を挙げている。

運送に関する契約書は第1号の4文書にも当たる。第1号文書と第7号文書の両方に該当する文書は、原則として第1号文書となるが、第1号文書で契約金額の記載のないものと第7号文書とに該当する文書は、第7号文書となる(印紙税法別表第一 課税物件表の適用に関する通則3イ)。本契約書に個々の運送の契約金額を記載しない場合は、この取扱いにより第7号文書となる。なお、第1号文書で契約金額の記載のないものの税額は200円であるが、第7号文書にも該当する場合の税額は上記のとおり4,000円である。

第7号文書からは、契約書に記載された契約期間が3か月以内であり、かつ、更新の定めのないものが除かれる。第32条で契約期間及び更新をどう定めるかにより、この判定が変わる。

別紙3の取扱いは、次のとおりである。契約は申込みと承諾によって成立するものであるため、契約の申込みの事実を記載した申込書、注文書、依頼書などは、通常、印紙税の課税対象にはならない。したがって、甲から乙に交付する運送依頼欄のみを記載した書面は、原則として課税対象にはならない。ただし、基本契約書等に基づく申込みであることが記載されていて、一方の申込みにより自動的に契約が成立することとなっている場合における当該申込書は、運送契約の成立を証する目的で作成する文書に該当し、課税対象となる。第3条第1項で、乙が異議を述べないときに個別契約が成立する方法を選ぶと、運送依頼書はこれに当たることになる。契約当事者双方の署名又は押印があるものも同様である。

他方、運送事業者が荷主から貨物の運送を引き受けた際に荷主に交付する文書で、運送物品の種類、数量、運賃、発地、着地など運送契約の成立の事実を証する事実が具体的に記載され、貨物運送引受けの証としているものは、その文書の標題のいかんにかかわらず、第1号の4文書(運送に関する契約書)として印紙税が課税される。別紙3の運送引受欄を記載して乙から甲に交付する書面は、これに当たる。

運送品とともに送付する送り状は、運送に関する契約書に含まれない。

電子メールやファックス等の電磁的方法による場合には、課税物件が存在しないことになるため、印紙税の課税対象にはならない。本契約書及び別紙3を電磁的記録として作成し、電子署名を付して締結する場合も同様である。

以上は、国税庁のタックスアンサー「運送等に関する契約書」及び「継続的取引の基本となる契約書」、国税庁の質疑応答事例「貨物運送に関して作成される文書の取扱い」並びに国土交通省「改正貨物自動車運送事業法 Q&A」に基づく。

記入欄の説明

	記入欄
	記入する内容

	[乙の許可行政庁及び許可番号。届出又は登録による場合はその行政庁及び番号]
	冒頭と署名欄に置いた欄。許可書に記載された行政庁名と番号を書き写す。運送事業の許可を受けていない者に運送を委託すること自体が禁止されているため、契約の前に必ず確認する

	[乙が異議を述べることができる期間の営業日数]
	第3条第1項で、乙が異議を述べないときに個別契約が成立する方法を選ぶ場合に記入する。この方法を選ぶと、運送依頼書が印紙税の課税対象になるとされている(巻末「印紙税について」を参照)。個別の判定は所轄の税務署に確認する

	[甲及び乙が利用する電子契約サービス又は受発注システムの名称]
	第5条第4項で電磁的方法による提供を選ぶ場合に、相手方へあらかじめ示す内容。第5条第5項のファイルへの記録の方式と併せて示さないと、法令上の承諾の要件を満たさない

	[毎月末日等の締切日]／[締切日の翌月末日等の支払期日]
	第16条。支払期日は、役務の提供を受けた日から起算して60日以内で、かつできる限り短い期間内に定める

	[適用期間]／[曜日又は便]／[発地及び集貨予定時刻]
	別紙1の9。第4条第3項で運送依頼ごとの書面の交付を行わないことを選んだ場合に記入する。法定事項①の運送の役務の内容は、別紙1の1とこの欄で特定する

	[認める委託の段階数]
	第26条第4項。2以上の段階にわたる委託を制限する措置として、何次までの委託を認めるかを書く

	[甲が請求を行う窓口]／[乙が請求を受け付ける窓口]
	第27条。実運送体制管理簿の閲覧又は謄写を請求する窓口

	[本契約の始期]／[更新拒絶の予告期間]
	第32条。契約期間の定め方によって印紙税の判定が変わる

	[YYYY年MM月DD日]
	締結日及び別紙3の書面の交付年月日。電磁的方法により提供した場合は、その提供した年月日を書く



本テンプレートについて
甲を荷主(真荷主)、乙を運送事業者とする、貨物自動車による運送の基本契約書である。冒頭に乙の許可の記入欄と事業の種別の選択欄を置いているのは、無許可、無届出又は無登録の事業者への運送の委託が禁止され、委託した荷主自身が罰則の対象となるためである。

第2条で「運送の役務」と「運送の役務以外の役務」を分けているのは、この2分が交付書面の法定事項①と②の分かれ目であり、運賃と料金を別建てで定める根拠になるためである。積込み、取卸しその他の荷役作業は、原則として運送の役務以外の役務に当たる。

乙が貨物軽自動車運送事業者(黒ナンバー)である場合、書面の交付義務は準用により同じようにかかるが、標準貨物自動車運送約款は適用されず、別紙1に「参考」として掲げた標準的な運賃も一般貨物自動車運送事業に係るものであるため使えない。第10条第2項及び第5項と別紙1の末尾で、この分岐を示している。

第24条第7項で、責任の消滅期間をあらかじめ延長する定めを置いていないのは、商法第585条第2項が、この期間の延長の合意を損害が発生した後に限っているためである。契約書であらかじめ期間を延ばす条項を置いても効力を生じない。

条文の引用は、貨物自動車運送事業法、同法施行令、同法施行規則、商法、標準貨物自動車運送約款、標準貨物軽自動車運送約款、中小受託取引適正化法及び労働基準法による。標準的な運賃の額は、国土交通省が令和6年3月22日に告示したものである。

本テンプレートは一般的な条項例であり、個別の取引に適用するときは、取扱う貨物、運送の態様及び当事者の規模に応じて内容を調整すること。適用される法令の該当の有無について判断に迷うときは、専門家に相談すること。


電子契約サービスのご案内
ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。

── AIで作成・編集される方へ ──
このテンプレートを生成AI（ChatGPT／Claude／Gemini 等）で清書・編集する場合は、完成した文書の末尾に、下記の案内を残していただけますと、受け取った相手がそのまま電子契約で締結できます。

この書類は、紙に印刷せず電子契約で締結できます。「ムスビサイン」なら印紙税・郵送・押印が不要で、法的に有効な電子署名によりオンラインで締結が完了します。
https://musubisign.com/?ref=ai-template
